
　 「各種事務事業の取扱い」（その４）

　22 下水道分科会  

ページ
事務事業

コード 各　種　事　務　事　業 分類 調　　　　整　　　　方　　　　針　　　　案

84 010104 ★下水道使用料　 （農業集落排水事業を含む） 合併後に統一 新基準を創設し統一する。ただし、合併年度は現行どおりとし、それに続く３年から５年を目途に統一する。

85 010109 下水道受益者負担金の額 現行どおり 現行どおりとする。

86 010110-1 下水道受益者負担金の規定 合併時に統一 長岡市の制度に統一する。ただし、既賦課決定した分については現行どおりとする。

87 010115-1
処理区域外の下水排除制度〔工事負担金〕
　　　　　　　　　　　　　　（農業集落排水事業を含む）

当分の間現行どおり 当分の間現行どおりとし、期間をかけて調整する。

88 010115-2
処理区域外の下水排除制度〔公共汚水ます〕
　　　　　　　　　　　　　　（農業集落排水事業を含む）

合併時に統一 長岡市の制度に統一する。ただし、小国町の公費負担については、当分の間現行どおりとする。

89 010112
水洗便所設備改造等工事資金融資制度
　　　　　　　　　　　　　　（農業集落排水事業を含む）

合併時に統一 長岡市の制度に統一する。

90 010113 利子補給制度　　　　　（農業集落排水事業を含む） 合併時に廃止
廃止する。ただし、既利子補給者については、現行の条件のままとする。なお、廃止後は、水洗便所設備改造等工事資
金融資制度で対応する。

★印は、長岡地域任意合併協議会で協議された事務事業。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 1日

データ基準日 平成16年 4月 1日

２２ ０１ ０１ ０４

１　一般汚水 １　一般汚水 １　一般汚水
使用料 使用料 使用料

基本料金 8ｍ３まで 　   656円 基本料金 10ｍ３まで 　 1,800円 基本料金 10ｍ３まで 　　1,600円

10ｍ３まで 　　  82円 500ｍ３まで 　   180円 40ｍ３まで 　　　155円
超過料金 40ｍ３まで    　126円 超過料金 500ｍ３超 　   200円 超過料金 100ｍ３まで 　　　150円

（１ｍ３ 100ｍ３まで 　   148円 （１ｍ３ （１ｍ３ 500ｍ３まで 　　　145円
につき） 500ｍ３まで    　169円 につき） につき） 500ｍ３超 　　　140円

500ｍ３超      190円
・消費税は含まれていない。 ・消費税は含まれていない。 ・消費税は含まれていない。

・参考:（25ｍ３）2,710円 ・参考:（25ｍ３）4,500円 ・参考:（25ｍ３）3,925円

２　一時使用汚水分 ２　一時使用汚水分 ２　一時使用汚水分

※農業集落排水事業はなし。

１　一般汚水 なし １　一般汚水
使用料 使用料

基本料金 10ｍ３まで    1,800円 基本料金 8ｍ３まで 　　1,650円
　 　 9ｍ３から 　　 　80円

　 　 　 　 超過料金
超過料金 1ｍ３につき      180円 （１ｍ３

　 　 　 につき）
　 　

・消費税は含まれていない。 ・消費税は含まれていない。

・参考:（25ｍ３）4,500円 ・参考:（25ｍ３）3,010円

２　一時使用汚水分 ２　一時使用汚水分

※農業集落排水事業はなし。

汚水排出量

汚水排出量 汚水排出量

　　　297円／ｍ３ 一般汚水と同じ 一般汚水と同じ

下水道 公共下水道管理 公共下水道管理

なし 一般汚水と同じ

三　　島　　町 山　　古　　志　　村

汚水排出量 汚水排出量

長　　岡　　市

下水道使用料 （農業集落排水事業を含む）

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業

中　 之 　島　 町 越　　路　　町

調　整　方　針　案課　　　　　　題

新基準を創設し統一する。ただし、合併年度は
現行どおりとし、それに続く３年から５年を目
途に統一する。

小　　国　　町

基本料金、超過料金の単価設定及び水量区分等
の料金体系が異なる。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 1日

データ基準日 平成16年 4月 1日

２２ ０１ ０１ ０９

　市街化区域　 ３６８円／ｍ２

　市街化調整区域 ７３７円／ｍ２

　市街化区域　 ７００円／ｍ２

　市街化調整区域 ７００円／ｍ２

下水道受益者負担金の額

小 項 目 各 種 事 務 事 業

越　　路　　町

公共下水道管理

　住宅等　　　　　　２２０，０００円／戸
　排水人口５０人以上の事業所等
　延床面積３００㎡以上の旅館業等
　　　　　　　　　　３３０，０００円／戸

　市街化区域　７８３円／ｍ２（６６１ｍ２上限）

大 項 目 （分科会） 中 項 目

長　　岡　　市

下水道 公共下水道

中　 之 　島　 町

調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町

　その他　　　　　　　　　　　　　１８万円
　建物延床面積５００ｍ２以下　　１２万円

三　　島　　町 山　　古　　志　　村

　市街化区域外　２７５，０００円／戸

現行どおりとする。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 1日

データ基準日 平成16年 4月 1日

２２ ０１ ０１ １０－１

１　対象者 １　対象者 １　対象者
　　賦課対象区域にある土地の所有者又は受益　　　賦課対象区域にある建物等の所有者又は受　
　　者 　　益者 　　者
２　賦課対象区域 ２　賦課対象区域 ２　賦課対象区域
　　年度当初に告示し設定 　　年度当初に告示し設定 　　年度当初に告示し設定

３　賦課年数　　５年
４　賦課の期別数 ４　賦課の期別数 ４　賦課の期別数

　　４期
５　報奨金の率
　　　なし

　　　（１）に加算

１　対象者 なし １　対象者
　　賦課対象区域にある土地の所有者又は受益 　　賦課対象区域にある土地の所有者又は受益
　　者 　　者　　　　
２　賦課対象区域 ２　賦課対象区域

４　賦課の期別数 ４　賦課の期別数

　　２年目分：　６％　　３年目分：１２％
　　　　数 　　４年目分：１８％　　５年目分：２４％

　　　（１）に加算

三　　島　　町

長岡市の制度に統一する。ただし、既賦課決定
した分については現行どおりとする。

５　報奨金の率

３　賦課年数　　５年

　　４期

　　年度当初に告示し設定 　　年度当初に告示し設定

　　（１）期別負担金額×１／１５０×前納月

　　（２）一括納入の場合は納入金額の２％を

３　賦課年数　　５年

　　４期
５　報奨金の率

　（２）一括納入の場合は納入金額の２％を

５　報奨金の率
　　４期
５　報奨金の率
　　　期別納付額×０．５／１００×前納月数

　　４期

　（１）期別負担金額×１／１５０×前納月数

調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町山　　古　　志　　村

大 項 目 （分科会） 中 項 目

長　　岡　　市

下水道 公共下水道

中　 之 　島　 町

３　賦課年数　　３年

公共下水道管理

３　賦課年数　　５年

    賦課対象区域にある土地の所有者又は受益　

下水道受益者負担金の規定

小 項 目 各 種 事 務 事 業

越　　路　　町
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成15年 4月10日

データ基準日 平成16年 4月 1日

２２ ０１ ０１ １５－１

　市街化区域　 ３６８円／ｍ２ 　市街化区域　７８３円／ｍ２

　市街化調整区域 ７３７円／ｍ２            (６６１㎡上限)
　市街化区域外　２７５，０００円／戸

（下水道受益者負担金相当額）

　市街化区域　 ７００円／ｍ２

　市街化調整区域 ７００円／ｍ２

・小国町…下水道受益者負担金相当額（条件に
より１２万円あるいは１８万円）に、公共汚水
ます設置費用を加えた額。

・長岡市、中之島町、越路町、三島町…下水道
受益者負担金相当額のみ。

※農業集落排水事業については、
　２７５，０００円／戸のみ

　一律　５００，０００円

課　　　　　　題

なし

小　　国　　町山　　古　　志　　村

　延床面積３００㎡以上の旅館業等（下水道受益者負担金相当額）

調　整　方　針　案

　住宅等　　　　　　２２０，０００円／戸
　排水人口５０人以上の事業所等

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目

越　　路　　町

下水道 公共下水道管理 公共下水道管理

三　　島　　町

各 種 事 務 事 業
処理区域外の下水排除制度〔工事負担金〕（農業集落排水事業を含む）

長　　岡　　市 中　 之 　島　 町

※農業集落排水事業については、７３７円／ｍ
２のみ）

（下水道受益者負担金相当額）

（下水道受益者負担金相当額）

　　　　　　　　　　３３０，０００円／戸

当分の間現行どおりとし、期間をかけて調整する。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 1日

データ基準日 平成16年 4月 1日

２２ ０１ ０１ １５－２

１　公共汚水ますの設置
　　自己負担

２　施設管理

なし

２　施設管理 ２　施設管理

　※農業集落排水事業は、実施していない。

　　工事完了後、公共汚水ますは市が管理

長岡市の制度に統一する。ただし、小国町の公
費負担については、当分の間現行どおりとす
る。

課　　　　　　題小　　国　　町三　　島　　町 山　　古　　志　　村 調　整　方　針　案

　　工事完了後、公共汚水ますは町が管理

長　　岡　　市 越　　路　　町

なし

中　 之 　島　 町

下水道 公共下水道管理 公共下水道管理 処理区域外の下水排除制度〔公共汚水ます〕(農業集落排水事業を含む）

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業

１　公共汚水ますの設置

２　施設管理
　　工事完了後、公共汚水ますは町が管理

　　自己負担

１　公共汚水ますの設置
　　公費負担

　　工事完了後、公共汚水ますは町が管理

１　公共汚水ますの設置
　　公費負担

（町民が町に納付した工事負担金から、町
が公共汚水ます設置費用として業者に支払
うもの。）

・公共汚水ます設置について、公費負担と自己
負担とで異なる。
　長岡市、越路町…自己負担
　三島町…公費負担
　小国町…公費負担
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 1日

データ基準日 平成16年 4月 1日

２２ ０１ ０１ １２

１　融資限度額　 なし なし

長　　岡　　市 越　　路　　町中　 之 　島　 町

下水道 公共下水道管理 公共下水道管理 水洗便所設備改造等工事資金融資制度（農業集落排水事業を含む）

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業

２　償還期間　　３６か月以内
３　融資利率　　年２．００％
４　融資対象者

　　　１戸につき一般住宅 　８０万円
　　　　　　　　共同住宅 １５０万円

（１）改造等工事に係る建築物の所有者又は当
該建築物の所有者の同意を得た使用者。
（２）下水道事業受益者負担金、市税及び国民
健康保険料を滞納していない者。
（３）独立の生計を営み、融資を受ける資金の
償還能力を有している者。
５　融資対象工事
（１）くみ取り便所の水洗化工事
（２）し尿浄化槽の廃止工事
（３）前記工事に付随する排水設備等工事
６　取扱金融機関
　　郵便局を除く市内の金融機関
７　平成１５年度新規融資件数
　　１７件（公共下水道）
　　　４件（農業集落排水事業）

長岡市の制度に統一する。

山　　古　　志　　村

なし なし

調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町

なし

三　　島　　町
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡地域合併協議会）

作成日　　　 平成16年 3月 1日

データ基準日 平成16年 4月 1日

２２ ０１ ０１ １３

３　利子補給期間

　　水洗便所改造等工事資金の利子補給金交付

※農業集落排水事業はなし。

１　対象

　　補助金等交付規則
　　排水設備等工事資金の利子補給金交付要綱

　　個人

山　　古　　志　　村

　　算定基準　年利２％を基準

２　交付基準

５　関係法令
　　１件

調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町

廃止する。ただし、既利子補給者については、
現行の条件のままとする。なお、廃止後は、水
洗便所設備改造等工事資金融資制度で対応す
る。

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
下水道 公共下水道管理 公共下水道管理 利子補給制度（農業集落排水事業を含む）

長　　岡　　市 越　　路　　町中　 之 　島　 町

なし １　対象 １　対象
　　個人 　　個人
２　交付基準 ２　交付基準
　　供用開始公示後３６月を超えない期間に融 　　対象額　１戸につき５０万円以内

　　要綱
　　補助金等交付規則

　　補助金等交付規則

５　関係法令
　　０件

　　資を受けた資金 　　算定基準　年利２％以内
　　対象額　１戸につき８０万円以内
　　算定基準　年利２％を基準 　　融資を受けた日の翌月から３６月以内

３　利子補給期間

５　関係法令

４　平成１５年度新規対象件数
　　０件　　融資を受けた日の属する月の翌月から３６

　　月以内
４　平成１５年度新規対象件数

　　排水設備等工事資金の利子補給金交付要綱

３　利子補給期間

　　対象額　一戸につき　１００万円以内

三　　島　　町

※農業集落排水事業はなし。

なし なし

　　融資を受けた月の翌月から６０月以内
４　平成１５年度新規対象数
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